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は じ め に
　本稿の目的は，長時間労働が常態化している日本の現状を踏まえて，労働災害に対する補償（以
下，労災補償）制度の課題について考察することである．
　わが国では，第二次大戦後の₁₉₄₇年に労働基準法が制定され，労働時間の上限を ₁ 日 ₈ 時間，₁
週₄₈時間と定めたが，同法第₃₆条の「使用者は，＜中略＞労働者の過半数を代表する者との書面
による協定をし，これを行政官庁に届け出た場合においては，第₃₂条から第₃₂条の ₅ まで若しく
は第₄₀条の労働時間又は前条の休日に関する規定にかかわらず，その協定で定めるところによっ
て労働時間を延長し，又は休日に労働させることができる」という規定（いわゆる「三六協定」）に
より，労働時間の上限を超えて延長することが可能となり，割増率も低く設定されていた（同法第
₃₇条）こともあり，長時間労働が常態化することにつながった．こうした状況のなかで経済成長を
遂げたわが国に対して，貿易摩擦の問題が欧米諸国からけん制されるようになり，その矛先が労
働時間短縮（時短）要求へとつながり，₁₉₈₇年の労働基準法改正を余儀なくされることとなった．
同法の改正では，労働時間の上限を原則として ₁ 週₄₈時間から₄₀時間に引き下げることにはなっ
たが，「三六協定」は維持されたうえ，新たな仕組みとして，裁量労働時間制や変形労働時間制な
どが導入されるなど，極端な長時間労働者の出現をうながし，この頃から「過労死」という現象
が顕著な問題となりはじめた．その後，バブル経済の崩壊にともなって企業の再構築（リストラ）
が進み，要員不足による長時間労働者がさらに増加する一方，ハラスメント等の問題も含めた労
働環境も悪化する₁）なか，₂₀₀₀年代前半には「過労死」および「過労自殺」の件数が増加し，その
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₁ ）　「ブラック企業問題」などが象徴的であるといえる．
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後も一定の発生件数で推移してきた．
　こうしたなか，「過労死等防止対策推進法」が₂₀₁₄年 ₆ 月に制定され，同年₁₁月に施行された．
同法の目的は，「過労死等に関する調査研究等について定めることにより，過労死等の防止のため
の対策を推進し，もって過労死等がなく，仕事と生活を調和させ，健康で充実して働き続けるこ
とのできる社会の実現に寄与すること」（第 ₁ 条）とし，₂₀₁₅年 ₇ 月には「過労死等の防止のため
の対策に関する大綱」が閣議決定され，「①調査研究等，②啓発，③相談体制の整備等，④民間団
体の活動に対する支援」が「当面の対策」として掲げられ，改善が期待されたものの，目にみえ
る形での成果にはつながっていない．さらに，第₁₉₆回通常国会において，長時間労働の是正を掲
げた「働き方改革」が提案され，「働き方改革関連法」が₂₀₁₈年 ₆ 月₂₉日に成立（₂₀₁₉年 ₄ 月施行）
したが，この法律もまた，長時間労働を助長する可能性が含まれている．その柱は当初，①高度
プロフェッショナル制度の導入，②裁量労働制の対象拡大，③残業時間の罰則付き上限規制，④
勤務間インターバル制度の導入，⑤同一労働同一賃金，であった．このうち，②裁量労働制の対
象拡大については，根拠としていた厚生労働省の調査データが不適切であったことなどから見送
られたが，残された改革の内容をみても，長時間労働を是正する効果があるかどうかは疑問をも
たざるをえない．むしろ，長時間労働を助長し，過労死や過労自殺の増加を促す可能性が懸念さ
れる．
　以上のように，長時間労働を是認するような政策的判断も相まって，わが国はもはや「長時間
労働社会」と呼べるレベルにあるものと受け止められるが，長時間労働等によって心身への健康
被害をもたらす労働災害（以下，「過労労災」）の発生を抑制させなければならないものと考える．
このような問題意識から，本稿では，長時間労働が常態化している日本における「過労労災」の
現状について分析を試みたうえで，労災補償制度が抱える課題について考察をおこなうこととす
る．付随して，昨今の「働き方改革」が抱える課題についても，労災補償制度のあり方という観
点から考察を加えることとする．
Ⅰ　労災補償制度をめぐる理論的背景と今日的研究課題
1 ．労働災害の発生における雇主責任と今日的課題
　長時間かつ過密な労働によって過労死や過労自殺に至った例は，必ずしも最近になってから目
立つようになってきたわけではなく，初期資本主義段階において派生した「原生的労働関係」と
呼ばれる無秩序な労働環境のなかで，女性（日本では，女工）を中心とした労働者が命を落とした
例が記録として残されている₂）．その後，いわゆる「工場法」が整備され，労働時間を規制する動
₂ ）　日本では，女工による長時間労働の実態について細井和喜蔵による『女工哀史』（₁₉₂₅年）がこの時代
を象徴しているが，工場から多くの精神障害者が出ていたことなども記されている．また，山本茂実に
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きが広がり，₁₉₁₉年に創設された国際労働機関（ILO）による第 ₁ 号条約では，「工業的企業にお
ける労働時間について，原則として ₁ 日 ₈ 時間および ₁ 週₄₈時間を超えてはならない」と上限を
設けるなど，長時間労働を抑制してきた．
　一方，長時間労働を抑制する動きが広がるなかで，労働災害が発生した際の責任をめぐる議論
が「雇主責任」として確立し，被災した労働者に対する賠償制度が創設されることとなる．その
端緒となったのが，イギリスにおいて₁₈₈₀年に制定された雇主責任法（Employerʼs Liability Act）
である．この背景について小林（₁₉₉₂：₁₈₈）は，「イギリスの労働者階級は，災害救済手段として
は，『友愛組合』や『労働組合』からの共済手当をもって充足してきたのであるが，労働災害の頻
発に直面して，その機能が財政的に麻痺させられてきたので，工場法体系や解放立法体系とは別
個の災害救済に対する法的補償を望むようになった．また法律的にいえば，労働災害の補償につ
いては，僅かに民法上の不法行為賠償の規定が存在するだけだった．この規定は故意もしくは過
失によって他人に損害をあたえた者がそれを賠償する義務を負うべきことを定めたものであるか
ら，労働災害についてはこの規定を受けることが困難であり，事実上ほとんどの規定の適用を受
けることができなかった．したがって，労働者は労働災害にたいする独立の国家的補償制度の実
現を望むようになったのは当然のことであった」と述べている．
　しかし，この「雇主責任法」は「過失責任主義」を前提としていたため，雇主もしくは代理人
の過失を立証する必要があったうえ，雇主が労働者を雇用する際に労災補償を求める権利を放棄
することを条件とする雇用契約を結ぶことが認められていたこともあり，イギリスの労働者階級
はさらに「無過失責任主義」を建前とする新たな労災補償制度の獲得をめざして闘わざるをえな
かった（小林 ₁₉₇₇：₁₄₉）．その後，労働災害に対して雇主の過失の有無を問題とせず，雇主はすべ
ての補償責任を負う義務を定めた「労働者補償法」（Workerʼs Compensation Act）が₁₈₉₇年に制定
されることにつながった（小林 ₁₉₇₇：₁₅₀）．
　現行のわが国の労働者災害補償保険（以下，労災保険）法においても，労働災害に対する「無過
失責任主義」が採用されているが，「過失責任主義」を前提とすると，被災した労働者側が雇主の
過失を立証しなければならず，仮に過失が立証されたとしても，これを雇主が認めて補償に応じ
るかどうかが大きな課題となるため，「無過失責任主義」へと発展したことは意義深いものといえ
る．しかし，これをもって労働者側の過失をすべて容認するものとなっては，この解釈が不安定
になってしまうため，雇主による指揮・管理下の有無（業務遂行性）および業務との因果関係（業
務起因性）が問われる．「業務遂行性」については，労働者が労働契約にもとづき雇主の支配下に
あるかどうか，「業務起因性」については，業務との一定の明確な自由によって媒介された因果関
係があるかどうか，ということが労災認定のポイントになる．しかし，岡村（₁₉₉₂：₁₅₈）は，「労
よる『あゝ野麦峠』（₁₉₆₈年）においては，長時間労働のみならず，検番によるシゴキ（今日でいうハラ
スメント）によって自殺した女工の事例が記されている． 
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働災害あるいは疾病が，支配的法理の『業務遂行性』と『業務起因性』のわくぐみの中にあるか
ぎり，問題はなんら発生する余地はない．しかし，一歩支配的法理のわくぐみをはずれる場合に
は，以上のべた問題点が根本的な争点となって浮かびあが」ることを指摘している．つまり，特
に疾病や職業病，過労死，過労自殺等の表面化されにくい問題現象と業務との因果関係が立証さ
れなければ，労災補償が成立しないことの難しさを論じている．実際に，過労自殺をめぐる労働
災害の認定率は低く，訴訟を起こした場合でも認定されないケースがあることが紹介されてい
る₃）．
　昨今の労働条件等をめぐる規制緩和の流れは，雇用・就業形態の多様化にみられるように，労
使関係の不明瞭さにもつながっている．このことが労災補償のあり方にも影響を及ぼしている可
能性がうかがえる．
2 ．労災補償制度の方法論と今日的課題
　₁₈₈₀年に制定された雇主責任法によって，労働災害に対する雇主責任（過失責任主義）がイギリ
スにおいて確立し，労働者補償法（₁₈₉₇年）によって雇主の「無過失責任主義」へと発展したが，
その方法は，雇主による直接的な賠償を原則とするものであった．一方，ドイツにおいては，労
災補償を目的とした保険制度が創設される．₁₈₈₄年に制定された労働者災害保険法は，「各事業主
の個別責任に代わって，全事業主の全体責任を問うことにより，同一業種の事業主を強制加入者
とする職業組合（「労災保険組合」）を組織し，この組合を保険運営機関（保険者）として，業務上
の災害に対する補償を行う」というものであった（日本労働研究機構₂₀₀₂）．制度に多少の差異はあ
るものの，ほとんどの先進国では現在，雇主のみが保険料を負担する保険方式による労災補償制
度が確立している．
　ドイツにおいて₁₈₈₄年に制定された労働者災害保険法は，当初は「過失責任主義」によるもの
であったが，その後は「無過失責任主義」へと発展して現在に至っている．このことは，労使双
方にとって大きなメリットがあるものといえる．それは，雇主による直接の賠償を前提とする場
合には，雇主による賠償能力の大小によって労働者側への補償に差異が生じてしまう可能性があ
り，重大な災害が生じた場合には補償のために企業倒産を引き起こしてしまう可能性もありうる
からである．しかし，「無過失責任主義」にもとづく労災保険制度が整備されていることで，労使
双方が労働安全衛生に対する意識を低下させてしまう可能性は否定できない．そのため，多くの
先進国では労働災害を未然に防ぐための予防施策がとられているほか，労災保険による補償制度
と民事賠償請求を認める制度とを併用している国もある．
　日本労働研究機構（₂₀₀₂）によると，ドイツにおいては原則として雇主に対する損害賠償請求を
₃ ）川人（₁₉₉₈）やストレス疾患労災研究会・過労死弁護団前億連絡会議（₂₀₀₀）に事例が紹介されている．
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認めておらず，労災保険からの給付のみとなっているほか，アメリカにおいては，労災保険制度
が民事損害賠償請求を排除しており，イタリアでは，労災保険制度の適用を受ける場合には，使
用者は民法上の損害賠償義務から免責されることを紹介している．一方，イギリスでは，第二次
大戦後の₁₉₄₆年に制定された国民保険（業務災害）法によって社会保険法の枠組に組み入れられる
ことになっているが，これとは別に不法行為や安全措置義務違反等の過失があった場合には雇主
に対して民事賠償を請求することができるようになっている．また，わが国も労災保険と民事賠
償の制度が併用できる形になっている．
　国による差異はあるにしても，労働災害の発生を抑止するための労働安全衛生施策がとられて
いるが，イギリスやわが国では，さらに民事賠償請求を認めることで，故意はもちろん，過失に
よる不法行為等を抑止しようとする政策的な意図が含まれている．近年の過労死や過労自殺の裁
判例をみても，法令等に違反した場合や著しい過失が認められる場合には，賠償額が大きくなっ
ているほか，刑事責任が問われたケースも多くみられる．しかし，その不法行為もまた，もとと
なる法令等が雇主側に有利になる緩和がなされれば，抑止力が損なわれることになる．遵守すべ
き法令等が緩和された状態で労働災害が発生すれば，業務との因果関係さえ認められれば労災保
険による労災補償はなされるものの，刑事責任や行政処分等の要件も緩和されることにつながり，
民事賠償請求がなされた場合でも，雇主側の賠償責任は法的拘束力をもたない道義的な部分での
責任が問われる形にとどまる可能性があるため，雇主側の倫理的な面をさらに低下させることが
懸念される．
　後述するように，わが国で過労死や過労自殺の発生が常態的になっているのも，₁₉₈₀年代以降
加速してきた労働規制の緩和が，このような法制度の間隙に存在する問題を助長している可能性
が否めない．基本的には，監督行政も含めた労働基準が厳格化されることが最善であると考える
が，窮余の策としての「過労労災」を抑止するための労災補償制度の見直しも検討すべき課題で
あると考える．とりわけ，過労死（脳・心臓疾患）に関しては，₂₀₀₀年に創設された「二次健康診
断等給付」が「過労労災」の抑止に寄与する可能性があるものと考えており，この給付が十全に
機能すれば，過労死の件数を減少させることに寄与するものと考える．また，過労自殺（精神障害
等）については，ストレスチェックの仕組みが導入されているが，メンタルの不調に対する精密検
査等の実施を制度的に補償するものは確立していない．
3 ．長時間労働と「過労労災」をめぐる今日的課題
　（ ₁ ）長時間労働の実態
　わが国の労働時間については，国際比較等においても厚生労働省「毎月勤労統計調査」が用い
られているが，鷲谷（₂₀₁₅：₃₀₁）は「労働時間調査としての『毎月勤労統計調査』には大きな問
題点がある」とし，その理由について「同調査は事業所調査であり，わが国のように，事業所（企
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業）が必ずしも労働時間の正確な把握をおこなわない（『不払い残業』『サービス残業』の存在）場合
には，過少申告されることになる」ことを指摘している．そのうえで，「個人（世帯）調査たる総
務省（庁）『労働力調査』の就業時間データを利用すべきとの有力な主張が₁₉₉₀年前後から存在す
る」とし，「『労働力調査』に加え，生活時間調査たる総務省（庁）『社会生活基本調査』によって
もうひとつの実労働時間の算出を試み」ている（鷲谷₂₀₁₅：₃₀₁⊖₃₀₂）．その結果については，₂₀₁₅
年の年間総実労働時間について「労働力調査」の方が「毎月勤労統計調査」よりも₃₁₀時間上回っ
ていることが試算されている．この数値を用いて国際比較をしてみると，先進国のなかでも比較
的労働時間の長いアメリカやイギリスよりも₃₀₀時間程度長く，わが国の労働時間が他国と比べて
いかに長いかがわかる（鷲谷₂₀₁₇：₁₃₄⊖₁₃₆）．まさに，「長時間労働社会」と呼べる状態といえよ
う．
　以下の分析をおこなうにあたり，既述の理由から，総務省「労働力調査」を用いることとする
が，本稿では，長時間労働者の出現状況と「過労労災」との関係を試みるため，地域別に長時間
労働者の出現率を推計したものが，表 ₁ である．
　「週₄₉時間以上」は週労働時間の上限である₄₀時間を ₉ 時間以上超過している非農林業雇用者数
および率を捉えているが，月に換算すると「₁₉₆時間以上」となる．これに対して「月₂₄₁時間以
上」はいわゆる「過労死ライン」を超える時間（所定外労働時間が月₈₀時間以上）となるが，「全
国」でみると₄₀₇万人であり，率にすると₇.₃％となるが，この数値はかなり高いと評価すべきであ
る．また，地域別にみると大都市が含まれる地域でやや率が高くなっていることがわかる．
表 1 　地域別にみた長時間労働者数および割合（非農林業雇用者，₂₀₁₅年平均）
非農林業雇用者
（万人）
週₄₉時間以上
（万人）
月₂₄₁時間以上
（万人）
週₄₉時間以上
（％）
月₂₄₁時間以上
（％）
全国 ₅,₅₈₇ ₁,₁₄₁ ₄₀₇ ₂₀.₄ ₇.₃
　北海道 ₂₂₀ ₄₅ ₁₈ ₂₀.₅ ₈.₂
　東北 ₃₇₈ ₇₀ ₂₄ ₁₈.₅ ₆.₃
　南関東 ₁,₇₁₀ ₃₆₉ ₁₃₂ ₂₁.₆ ₇.₇
　北関東・甲信 ₄₂₄ ₁₇₉ ₃₀ ₄₂.₂ ₇.₁
　北陸 ₂₃₇ ₄₅ ₁₅ ₁₉.₀ ₆.₃
　東海 ₆₈₅ ₁₄₅ ₅₀ ₂₁.₂ ₇.₃
　近畿 ₈₇₂ ₁₇₉ ₆₅ ₂₀.₅ ₇.₅
　中国 ₃₁₆ ₆₂ ₂₂ ₁₉.₆ ₇.₀
　四国 ₁₅₁ ₂₈ ₁₀ ₁₈.₅ ₆.₆
　九州 ₅₃₆ ₁₀₆ ₃₈ ₁₉.₈ ₇.₁
　沖縄 ₅₇ ₈ ₃ ₁₄.₀ ₅.₃
出所）総務省「労働力調査」より作成．
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数
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₄
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₄ ）脳・心臓疾患に関する認定基準については，₁₉₈₇年に「脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準につ
いて」（労働基準局長通達）が示され，その後，₁₉₉₅年と₂₀₀₁年に改定がおこなわれている．また，精神
障害等に関する認定基準については，₁₉₉₉年に「心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指
針について」（労働基準局長通達）が示され，₂₀₁₁年に改定がおこなわれている．
　（ ₂ ）「過労労災」の実態
　表 ₂ は，₁₉₉₇年度以降の脳・心臓疾患および精神障害等の労災補償状況について示したもので
ある．いずれも認定基準の改定がおこなわれている₄）ため，数値に多少の影響を及ぼしている可能
性があるものの，一定の請求・認定数を維持したまま推移している．「脳・心臓疾患」については，
₂₀₀₂年度以降，「請求件数」が₈₀₀件前後で推移し，「認定件数」が₃₀₀件前後で推移してきている．
「うち死亡」（過労死）についても「請求件数」が₃₀₀件前後で推移し，「認定件数」はやや減少する
も，₁₀₀件前後で推移してきている．一方，「精神障害等」については，₁₉₉₇年以降「請求件数」が
年々増加し，最近の数年間は₁₅₀₀件前後で推移しており，「認定件数」についても増加傾向にあ
り，最近の数年間は₅₀₀件弱で推移してきている．「うち自殺（未遂含む）」（過労自殺）についても
「請求件数」は₂₀₀件程度にまで増加し，「認定件数」についても最近の数年間は₁₀₀件弱で推移し
てきている．
　数値の増加傾向には歯止めがかかった印象を受けるが，依然として高水準で推移していること
にはかわりない．このことからも，これまでの政策的な取り組みに課題があることを意味してい
るものと考えられる．
　（ ₃ ）分析課題の整理
　既述のとおり，過労死や過労自殺の件数は高止まりした状態で推移しており，これらの改善は
急務であると考える．いずれも長時間労働が影響を及ぼしている可能性が考えられるため，以下
では地域別の統計データを用いてその因果関係について検討を試みることとする．しかし，労働
災害あるいは労災補償に関する統計データは限られているため，限定的な分析にならざるをえな
いことを付記しておきたい．
Ⅱ　長時間労働による「過労労災」への影響に関する分析
1 ．「過労労災」に関連する諸事項に関する基本データ
　表 ₃ は，「過労労災」に関連する諸事項の割合について示したものである．紙面の都合上，元に
なるデータは掲載しないこととするが，いずれも都道府県別に示されているものを総務省「労働
力調査」による地域区分に適合するように算定している．このデータを元に分析を進めていくこ
ととする．
「長時間労働社会」における労災補償制度の課題に関する考察（宮寺） 143
表 3 　「過労労災」に関連する諸事項の割合
長時間労働
者出現率
（％）
定期健診受
診率（％）
有所見率
（％）
二次健診等
給付率（対
₁₀万人比）
脳・心疾患
認定率（対
₁₀万人比）
精神障害認
定率（対₁₀
万人比）
脳・心疾患
請求率（対
₁₀万人比）
精神障害請
求率（対₁₀
万人比）
全国 ₇.₂₈ ₂₈.₉₂ ₁₅.₅₀ ₈₃.₅₃ ₀.₅₅ ₁.₀₄ ₁.₇₄ ₃.₃₃
北海道 ₈.₁₈ ₂₃.₂₁ ₁₃.₅₃ ₃₅.₇₄ ₀.₆₀ ₁.₄₇ ₁.₄₇ ₃.₄₈
東北 ₆.₃₅ ₂₅.₅₇ ₁₅.₁₇ ₁₅₀.₈₇ ₀.₅₆ ₁.₀₄ ₁.₁₇ ₂.₃₃
南関東 ₇.₇₂ ₂₉.₁₃ ₁₅.₃₄ ₁₈.₃₂ ₀.₅₀ ₁.₀₉ ₁.₉₆ ₃.₄₉
北関東・甲信 ₇.₀₈ ₂₅.₈₉ ₁₄.₂₈ ₁₉.₁₂ ₀.₅₅ ₀.₇₆ ₁.₂₈ ₂.₃₇
北陸 ₆.₃₃ ₂₈.₆₈ ₁₆.₂₀ ₂₆₂.₆₃ ₀.₃₇ ₀.₈₇ ₀.₈₄ ₂.₂₇
東海 ₇.₃₀ ₂₈.₈₃ ₁₄.₇₁ ₁₅₉.₁₀ ₀.₄₂ ₀.₆₆ ₁.₄₂ ₂.₂₇
近畿 ₇.₄₅ ₂₆.₈₃ ₁₄.₁₉ ₉₁.₈₄ ₀.₆₇ ₁.₀₈ ₂.₁₇ ₄.₁₀
中国 ₆.₉₆ ₂₆.₀₂ ₁₃.₇₀ ₁₀₅.₈₉ ₀.₄₈ ₀.₇₁ ₁.₁₀ ₂.₅₈
四国 ₆.₆₂ ₂₄.₉₃ ₁₃.₅₉ ₁₄.₅₁ ₀.₅₂ ₀.₅₆ ₁.₉₄ ₃.₂₇
九州 ₇.₀₉ ₂₄.₇₁ ₁₃.₅₄ ₆₇.₈₄ ₀.₅₀ ₁.₂₆ ₁.₈₂ ₃.₂₉
沖縄 ₅.₂₆ ₂₄.₆₅ ₁₅.₉₁ ₁₃₅₂.₇₂ ₀.₂₂ ₀.₈₈ ₁.₄₄ ₂.₉₉
　注 ）各項目の割合は，各公的統計の数値を地域別に再集計し，それぞれの項目を総務省「国勢調査」の雇用者数（役員を除
く）で除した数値である．
出所 ）厚生労働省「過労死等の労災補償状況」，「労災保険事業の保険給付等支払状況」，「業務上疾病発生状況等調査（定期健
康診断結果報告）」，総務省「国勢調査」．
　表 ₄ は，「過労労災」に関連する諸事項の因果関係について示したものである．この分析の仮説
としては，「長時間労働者出現率」の高い地域ほど「脳・心臓疾患認定率」および「精神障害等認
定率」が高くなる，というものである．結果は，「長時間労働者出現率」と「脳・心臓疾患認定率」
との間には有意な因果関係（R ＝₀.₇₃₀，有意確率 ₁ ％未満水準で有意）がみられたが，「長時間労働
者出現率」と「精神障害等認定率」との間には有意な因果関係（R ＝₀.₄₄₈，有意確率 ₅ ％以上）が
みられなかった．
　この結果はある程度想定できたものであるが，特に「脳・心臓疾患」に関する相関係数が予想
以上に低く出たことに疑問を抱くことになった．つまり，「過労死ライン」を超えるほどの長時間
労働者が多く出現したとしても，高い確率で脳・心臓疾患につながっているわけではないという
ことである．このことを示す結果として，「長時間労働者出現率」と「有所見率」および「二次健
診等給付率」との因果関係があげられる．「長時間労働者出現率」と「有所見率」との間には負の
因果関係（R ＝－₀.₅₆₄，有意確率 ₅ ％未満水準で有意）がみられ，さらに，「長時間労働者出現率」
と「二次健診等給付率」との間には強い負の因果関係（R ＝－₀.₇₆₈，有意確率 ₁ ％未満水準で有意）
がみられた．これを解釈すると，「長時間労働者出現率」が高い地域ほど定期健康診断において
「有所見率」および「二次健診等給付率」が下がる傾向があることを示しているが，これが「健康
が維持できている」のか，「しっかりと受診および受給ができていない」のか，この時点では判断
ができない．そのため，「長時間労働者出現率」と「脳・心臓疾患認定率」については，これらの
データを用いてパス解析を試みることにした．
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表 4 　「過労労災」に関連する諸事項の因果関係
長時間労
働者出現
率
定期健診
受診率
有所見率 二次健診
等給付率
脳・心疾
患認定率
精神障害
認定率
脳・心疾
患請求率
精神障害
請求率
長時間労働者出現
率
相関係数 ₁ ₀.₀₉₃ － .₅₆₄＊ － .₇₆₈＊＊ .₇₃₀＊＊ ₀.₄₄₈ ₀.₃₆₉ ₀.₄₀₉
有意確率 ₀.₃₉₂ ₀.₀₃₅ ₀.₀₀₃ ₀.₀₀₅ ₀.₀₈₃ ₀.₁₃₂ ₀.₁₀₆
度数 ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁
定期健診受診率
相関係数 ₀.₀₉₃ ₁ .₅₃₄＊ －₀.₁₇₅ －₀.₁₅₅ －₀.₃₄₄ －₀.₀₇₂ －₀.₂₅₄
有意確率 ₀.₃₉₂ ₀.₀₄₅ ₀.₃₀₄ ₀.₃₂₅ ₀.₁₅₀ ₀.₄₁₇ ₀.₂₂₅
度数 ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁
有所見率
相関係数 － .₅₆₄＊ .₅₃₄＊ ₁ .₅₆₅＊ － .₆₃₄＊ －₀.₁₃₇ －₀.₃₉₃ －₀.₃₇₃
有意確率 ₀.₀₃₅ ₀.₀₄₅ ₀.₀₃₅ ₀.₀₁₈ ₀.₃₄₄ ₀.₁₁₆ ₀.₁₂₉
度数 ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁
二次健診等給付率
相関係数 － .₇₆₈＊＊ －₀.₁₇₅ .₅₆₅＊ ₁ － .₈₀₁＊＊ －₀.₁₀₈ －₀.₁₈₁ －₀.₀₈₉
有意確率 ₀.₀₀₃ ₀.₃₀₄ ₀.₀₃₅ ₀.₀₀₂ ₀.₃₇₆ ₀.₂₉₇ ₀.₃₉₈
度数 ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁
脳・心疾患認定率
相関係数 .₇₃₀＊＊ －₀.₁₅₅ － .₆₃₄＊ － .₈₀₁＊＊ ₁ ₀.₃₆₀ ₀.₄₁₃ ₀.₄₃₅
有意確率 ₀.₀₀₅ ₀.₃₂₅ ₀.₀₁₈ ₀.₀₀₂ ₀.₁₃₈ ₀.₁₀₃ ₀.₀₉₁
度数 ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁
精神障害等認定率
相関係数 ₀.₄₄₈ －₀.₃₄₄ －₀.₁₃₇ －₀.₁₀₈ ₀.₃₆₀ ₁ ₀.₂₂₁ ₀.₅₁₁
有意確率 ₀.₀₈₃ ₀.₁₅₀ ₀.₃₄₄ ₀.₃₇₆ ₀.₁₃₈ ₀.₂₅₇ ₀.₀₅₄
度数 ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁
脳・心疾患請求率
相関係数 ₀.₃₆₉ －₀.₀₇₂ －₀.₃₉₃ －₀.₁₈₁ ₀.₄₁₃ ₀.₂₂₁ ₁ .₈₆₂＊＊
有意確率 ₀.₁₃₂ ₀.₄₁₇ ₀.₁₁₆ ₀.₂₉₇ ₀.₁₀₃ ₀.₂₅₇ ₀.₀₀₀
度数 ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁
精神障害等請求率
相関係数 ₀.₄₀₉ －₀.₂₅₄ －₀.₃₇₃ －₀.₀₈₉ ₀.₄₃₅ ₀.₅₁₁ .₈₆₂＊＊ ₁
有意確率 ₀.₁₀₆ ₀.₂₂₅ ₀.₁₂₉ ₀.₃₉₈ ₀.₀₉₁ ₀.₀₅₄ ₀.₀₀₀
度数 ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁ ₁₁
　注）＊＊相関係数は ₁ ％水準で有意（片側）．＊相関係数は ₅ ％水準で有意（片側）．
出所）表 ₃ に同じ．
2 ．長時間労働と脳・心臓疾患における潜在的な因果関係に関する分析
　図 ₁ は，「長時間労働者出現率」から「脳・心臓疾患認定率」へのパス解析の結果をパス図に示
したものである．基本となる「長時間労働者出現率」から「脳・心臓疾患認定率」の過程に「定
期健診受診率」，「有所見率」および「二次健診等給付率」が潜在的な形でどのような影響を及ぼ
しているかを分析しているが，モデルの適合度は，図中の数値のとおり，あてはまりのよい結果
であるといえる．「長時間労働者出現率」から「脳・心疾患認定率」へのパス係数が₀.₂₈となって
いることから，一定の因果関係があるとはいえるが，直接的な因果関係が強いとはとらえにくい．
これに対して，「二次健康診断等給付率」を経由しているパス係数をみると，－₀.₇₆および－₀.₇₂
となっており，二次健康診断等給付が適切におこなわれると脳・心疾患の「過労労災」の発生を
抑制することに寄与していると解釈できる．また，「定期健診受診率」と「有所見率」と「二次健
康診断等給付率」との間にも一定の因果関係がみられることを加味すると，長時間労働者ほど定
期健康診断を適切に受診できていないために健康状態の悪化（有所見）を見逃してしまい，二次健
康診断等給付による精密検査も受診をしておらず，あるとき突然に症状があらわれ，最悪の場合
には死（過労死）に至っている可能性がうかがえる．
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3 ．長時間労働と精神障害等との因果関係に関する分析
　図 ₂ は，「長時間労働者出現率」と「精神障害等認定率」の散布図である．既述のように，「長
時間労働者出現率」と「精神障害等認定率」との間には有意な因果関係（R ＝₀.₄₄₈，有意確率 ₅ ％
以上）がみられなかったが，相関係数が₀.₄₄₈となっていることから完全に因果関係が否定された
とはいいきれない．しかし，この結果は裏返すと，「精神障害」という特徴と精神障害等の認定の
あり方が関係しているものと考えられる．つまり，表 ₅ にあるように，「₂₀時間未満」においても
e
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有所見率 
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e
脳・心臓疾患認定率 長時間労働者出現率 
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－0.25
0.28
0.62
－0.10
－0.38
R2=.77
R2=.77
R2=.00
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0.46
－0.76 －0.72
図 1 　「長時間労働者出現率」から「脳・心臓疾患認定率」へのパス図
図 2 　「長時間労働者出現率」と「精神障害等認定率」の散布図
出所）表 ₃ に同じ．
出所）表 ₃ のデータより筆者作成．
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一定の認定数があり，「₁₆₀時間以上」でも一定の認定数があり，長時間労働による精神的な不調
は否定できないものの，その他に大きなストレスを受けた経験によって短期間のうちに精神的な
不調につながることも否めないからである．後者の精神的なストレスについては，統計上の捕捉
が難しいため，マクロ的な視点から分析を試みるには限界があるが，長時間労働が精神的なスト
レスの増長に寄与することは否定できない．
表 5 　精神障害の時間外労働時間数（ ₁ か月平均）別支給決定件数
年度
区分 ₂₀₁₄年度 ₂₀₁₅年度 ₂₀₁₆年度うち自殺 うち自殺 うち自殺
₂₀時間未満 ₁₁₈ ₇ ₈₆ ₅ ₈₄ ₅
₂₀時間以上～₄₀時間未満 ₃₇ ₁₂ ₅₀ ₉ ₄₃ ₈
₄₀時間以上～₆₀時間未満 ₃₄ ₆ ₄₆ ₁₁ ₄₁ ₁₀
₆₀時間以上～₈₀時間未満 ₁₈ ₈ ₂₀ ₄ ₂₄ ₃
₈₀時間以上～₁₀₀時間未満 ₂₇ ₁₁ ₂₀ ₇ ₂₃ ₁₁
₁₀₀時間以上～₁₂₀時間未満 ₅₀ ₁₄ ₄₅ ₁₈ ₄₉ ₁₂
₁₂₀時間以上～₁₄₀時間未満 ₃₆ ₅ ₄₀ ₁₅ ₃₈ ₈
₁₄₀時間以上～₁₆₀時間未満 ₂₁ ₅ ₂₂ ₄ ₁₉ ₅
₁₆₀時間以上 ₆₇ ₂₆ ₆₅ ₁₈ ₅₂ ₁₉
その他 ₈₉ ₅ ₇₈ ₂ ₁₂₅ ₃
合計 ₄₉₇ ₉₉ ₄₇₂ ₉₃ ₄₉₈ ₈₄
出所）厚生労働省「過労死等の労災補償状況」．
Ⅲ　労災補償制度の課題に関する考察
1 ．労災補償制度の有する「過労労災」抑制効果に関する考察
　（ ₁ ）二次健康診断等給付の適切な受給促進
　前節の分析において，「過労労災」（特に，脳・心臓疾患）の発生に長時間労働が影響しているこ
とはもちろんであるが，二次健康診断等給付の受給が脳・心臓疾患に関する労働災害の発生率を
低下させる可能性がうかがえた．よって，この給付率を高めることが過労死の防止に寄与する可
能性が示唆される結果となった．
　しかし，二次健康診断等給付の受給には，いくつかの課題がある． ₁ つは，定期健康診断等の
結果，①血圧検査，②血中脂質検査，③血糖検査，④腹囲または BMI（肥満度）の測定において，
すべての検査項目について異常所見があると診断されることが支給要件になっていることである．
このすべてに異常所見がみられたとするならば，職務の遂行を停止し，休養や治療に専念すべき
レベルであると考えられるが，脳・心臓疾患の罹患はこれらの検査項目すべてに該当しないと発
症しないというわけではない．これらはいわゆる「メタボリック症候群」を意味するわけであり，
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生活習慣から起因する場合も否めなくはないため，労働災害と医療保障との線引きが難しい部分
ではある．しかし，分析結果のとおり，長時間労働者ほど健康管理が十全にできずに「過労労災」
に被災する可能性があることに鑑みれば，一定の労働時間以上の労働者については，これらの要
件を緩和することで「過労労災」を抑止することにつながるのではないかと考える．
　もう ₁ つは，労働者自身が給付の請求手続きをしなければならないということである．該当す
る労働者は，事業主からの証明を受け，二次健康診断を受診することになるが，長時間労働者ほ
ど健康診断のために労働を中断することに躊躇しがちであり，一定期間内（原則，定期健診の受診
日から ₃ か月以内）に受診しなければならず，繁忙期と重なれば二次健康診断の受診を回避してし
まう可能性が高まる．健康状態はプライバシーにかかわる部分ではあるものの，雇主による労働
者の健康管理は安全配慮義務に含まれるため，要件に該当する労働者については，二次健康診断
等給付の受給を義務化する施策も必要であると考える．
　（ ₂ ）二次健康診断等給付に相当する「メンタルヘルスサポート制度」の創設
　「心理的負荷による精神障害の認定基準について」（厚生労働省労働基準局通達，₂₀₁₁年₁₂月₂₆日）
によると，精神障害の認定要件が ₃ つ示されており，「 ₁ 　対象疾病を発病していること」，「 ₂ 　
対象疾病の発病前おおむね ₆ か月の間に，業務による強い心理的負荷が認められること」，「 ₃ 　
業務以外の心理的負荷及び個体側要因により対象疾病を発病したとは認められないこと」となっ
ている．このうち，「 ₃ 」については，同時期に私生活において心理的負荷を受けるようなできご
とに遭遇していたり，既往症や気質的な面での弱さがあったりすると認定が難しくなるというこ
とである．そのため，未然に防ぐための「予防策」がもっとも重要であると考える．
　既に，₂₀₁₅年₁₁月（同年₁₂月施行）の労働安全衛生法改正によって，「定期的に労働者のストレ
スの状況について検査を行い，本人にその結果を通知して自らのストレスの状況について気付き
を促し，個人のメンタルヘルス不調のリスクを低減させるとともに，検査結果を集団的に分析し，
職場環境の改善につなげることによって，労働者がメンタルヘルス不調になることを未然に防止
することを主な目的」とする「ストレスチェック制度」が創設されている．この制度では，企業
内部の自主的な環境改善を促すことが前提となっているが，上司や同僚に対しては相談しにくい
問題があるからこそ不調につながる可能性が高いため，外部の相談機関等による「メンタルサ
ポート制度」を労災保険の二次健康診断等給付と同様に労災補償として給付がなされる仕組みが
創設されることが望まれる．
2 ．「働き方改革」にみる労災補償制度の課題
　₂₀₁₈年 ₆ 月₂₉日に成立（₂₀₁₉年 ₄ 月施行）した「働き方改革関連法」であるが，内容をみると，
「勤務間インターバル制度の導入」や「同一労働同一賃金」のほか，「有給取得の義務化」など，
労働条件の改善が期待されるものも含まれていることがわかる．しかし，「高度プロフェッショナ
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ル制度」や「残業時間の罰則付き上限規制」は逆行するものであり，「一括法」という方式で「ア
メとムチ」がパッケージとして組み込まれてしまうため，本質がよくわからないまま制度化が進
められてしまうのが危ういところである．本稿では，長時間労働と「過労労災」の問題について
検討してきたが，まさにこの「高度プロフェッショナル制度の導入」と「残業時間の罰則付き上
限規制」が，「過労労災」が発生した際の雇主責任を骨抜きにさせる危険性があることを論じてお
きたい．
　既述のとおり，わが国の労災補償制度は，労災保険による補償と民事賠償請求による補償との
併存により，雇主による労働者への労働安全衛生の意識を高めようとしてきた．しかし，民事賠
償制度においては，雇主による不法行為等の有無が賠償のあり方を左右するため，基準となる法
令が雇主に有利な形で緩められることになると，労働災害による賠償リスクが緩和されることに
つながり，法令等で定められた規定のギリギリまで労働者を酷使する可能性を広げてしまうこと
につながりかねない．
　「高度プロフェッショナル制度」は労働基準法の一部が除外（エグゼンプション）されるため，
この制度にもとづいて労働する労働者が「過労労災」に直面した場合でも，労災保険からの補償
はなされたとしても，雇主側への民事賠償請求にはハードルが高くなってしまい，長時間労働を
抑制するどころか，野放しにしてしまうことが懸念される．また，「残業時間の罰則付き上限規
制」についても同様に，上限ギリギリまで働かせて「過労労災」に被災させたとしても法令違反
にはならず，刑事責任も問われない可能性がある．
　こうした状況に鑑みると，労働者の生活権を守るためには，いかに健康を守るかということが
課題になるものと考える． ₁ つの提案として，雇主による労働者への健康管理義務がなされずに
「過労労災」が発生した際の措置として，労災保険による補償をおこなわず，雇主の直接補償によ
るものとすることを検討すべきではないかと考える．
むすびにかえて
　今回の「働き方改革」においては見送られたが，今後も政治状勢が変わらない限り，裁量労働
制の対象拡大という議論が再燃する可能性がある．また，「高度プロフェッショナル制度」につい
ても，年収₁₀₇₅万円以上の高収入者を想定しているとしているが，今回の導入を突破口に対象拡
大（収入基準の引き下げ）が進められる可能性は十分に考えられる．
　これまでの一連の労働条件等に関する規制緩和も踏まえて，「ディーセント・ワーク」のあり方
を模索しつつ，労働者が働くことを通じて不利益を被ることのない社会制度のあり方を検討する
ことを今後の研究課題として，むすびにかえたい．
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